
タ

ることができるよ
他市

ー

との う、地域の特性や

1

公共的課題を鑑み、多

0

種多様な講座を開催し

5

、生涯学習の推進を行

8

っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 195 498 434 604 合計 434,186 円
報償費 321,000 円

財
　
源

特定財源 16 45 53 58 需用費 71,166 円
使用料及び賃借料 42,020 円

一般財源 179 453 381 546

職員人件費　② 3,407 3,388 3,453 0

総事業費（①＋②） 3,602 3,886 3,887 604

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 講座受講料

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

教育文化

基本施策 生涯

和

学習・青少年育成
施策

５

体系
施策の内容 学習機

年

会の充実

目
　
　
　
的

　

度

多様化する市民の学習

評

要求に応え、誰もが

主

価

た
る
内
容

　市民ニーズ

）

の把握に努め、各種講

刈

座を前期
気軽に学べる

谷

機会と場所を提供し、

市

生涯学習 と後期に分け

事

て約3か月間で開設し

務

、市民が気
の推進と支

事

援を図る。 軽に学習活

業

動に参加できる場を提

評

供する。

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市生涯学習推

シ

進計画

根拠法令 社会教

ー

育法

対象者 市内在住・

ト

在勤または在学の人 事

（

業期間 ～

実施方法 ■直

様

営　□委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

３年度実績 ４

部

年度実績 ５年度実績 ６

一

年度計画

・市民講座開

般

設数　　3講座 ・市民

会

講座開設数　　6講座

計

・市民講座開設数　　

市

6講座 ・市民講座開設

民

数　　6講座
・市民講

講

座受講者数　 35人

座

・市民講座受講者数　

開

 57人 ・市民講座受

設

講者数　 75人 ・市

事

民講座受講者数　 8

業

0人
※後期3講座は、

担

大規模改造工
　事のた

当

め未実施

　受講者の知

課

識・教養の向上、技術

東

の習得に資すると共に

刈

、学習者相互のふれあ

谷

いの場を提供すること

市

により、生涯学習

成果

民

活動の推進に貢献する

セ

ことができた。

　市民

ン

講座修了後の受講者の

タ

施設利用を考慮に入れ

ー

、受講者による自主サ

款

ークルへの参加や新た

項

な自主サークル結成の

目

促

進を図る必要がある

担

。
課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

３年度

係

４年度 ５年度 ６年度 ８

東

年度

活動 市民講座受講

刈

者数（人） 35 57 7

谷

5 80 85
指標

 
指標

市

　近隣市（安城市）に

民

おいても、地区公民館

セ

単位で、市民が多様な

ン

学習機会の提供を受け



ー

10 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市

令

民の生涯学習活動に対

和

し、学習機会の提供及

６

び活動支
・法的業務

高

年

い
援をしており必要性

度

の高い事業である。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要
・市民生活上必

和

要である　など

　各種

５

講座の開催により市民

年

への多様な学習プログ

度

ラムの
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

提供

価

、及び学習意欲の一層

）

の向上や参加促進を効

刈

率的に行
効率性 ・執行

谷

体制の効率性 っている

市

。
・手段の最適性　な

事

ど

　時代の変化に対応

務

したプログラムの提供

事

など、市民の生
・市が

業

主体となって実施する

評

高い
涯学習活動を支援

価

するために市の関与は

シ

必要である。
妥当性 　

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　各種講座を実施す

様

ることで、市民の学習

式

意欲の向上及び

施策へ

２

の ・施策への貢献度
普

）

通
学習活動への参加の

会

促進に寄与している。

計

・目標達成度
貢献度 ・

名

市民サービスへの効果

担

　など

今後の方向性 □

当

拡充　■現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

教

　□終期設定　□休止

育

・廃止

　引き続き、各

部

種講座を行うことで、

一

市民の学習意欲の向上

般

を図るとともに学習活

会

動への参加を促進して

計

いく。

市民講

Ｃ
 

座

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

開

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

設事業
担当課 東刈谷市民センター

款 項 目 担当係 東刈谷市民センタ



ン

涯学習活動の啓発を行

タ

っている。※令和2年

ー

度は全て中止
比較検証

10 5 8

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 341 341 344 合計 340,710 円
委託料 320,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 20,710 円

一般財源 0 341 341 344

職員人件費　② 2,271 3,388 3,453 0

総事業費（①＋②） 2,271 3,729 3,794 344

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　

年

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

度

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

（

業
　
概
　
要

総合計画
分

令

野 教育文化

基本施策 生

和

涯学習・青少年育成
施

５

策体系
施策の内容 学習

年

活動の支援

目
　
　
　
的

度

　東刈谷市民センター

評

の利用団体が日頃の学

価

主
た
る
内
容

　学習成果

）

の発表・展示、芸能音

刈

楽の発表、
習成果を発

谷

表・展示することによ

市

り、学習意 茶会等を年

事

1回、東刈谷市民セン

務

ター全館で実
欲の向上

事

と団体間の交流や親睦

業

を図る。 施する。

位
置

評

づ
け

関連計画 刈谷市生

価

涯学習推進計画

根拠法

シ

令 社会教育法

対象者 東

ー

刈谷市民センター利用

ト

団体及び地域住民 事業

（

期間 昭和５７年度 ～

実

様

施方法 ■直営　■委託

式

　□指定管理　□補助

１

・助成　□その他

）

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

部

年度実績 ４年度実績 ５

一

年度実績 ６年度計画

大

般

規模改造工事のため未

会

実施 2月26日（日）

計

2月25日（日） 2月

学

23日（日）
・参加団

習

体数　15団体 ・参加

発

団体数　10団体 ・参

表

加団体数　20団体
・

会

参加者数　　 128

実

人　　 ・参加者数　　

施

  81人　　 ・参加

事

者数　　 200人　

業

　
・入場者数　   

担

200人 ・入場者数　

当

   100人 ・入場

課

者数　   300人

東

　参加団体と協力して

刈

円滑な運営を実施する

谷

ことができた。　

成果

市

　例年と比較して参加

民

団体数が少なく、集客

セ

が思うように伸びなか

ン

った。

課題

指標名称（

タ

単位）
実績値 目標値

３

ー

年度 ４年度 ５年度 ６年

款

度 ８年度

活動 参加団体

項

数（団体） ― 15 10

目

20 20
指標
成果 来館

担

者数【参加者数＋入場

当

者数】 ― 328 181

係

500 500
指標 （人

東

）
　近隣市（安城市）

刈

においても公民館単位

谷

で、利用団体が学習成

市

果の発表する「公民館

民

まつり」を年1回開
他

セ

市との 催し、地域の生



ター

10 5 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

東刈谷市民センターの

和

利用団体である市民が

６

、日頃の学
・法的業務

年

高い
習成果を発表・展

度

示することで学習意欲

（

の向上と団体間の
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要 交流や親睦を図る

５

ため、必要性の高い事

年

業である。
・市民生活

度

上必要である　など

　

評

東刈谷市民センターの

価

利用団体で構成される

）

実行委員会
・コストの

刈

節減、費用対効果
普通

谷

に委託し、活動の充実

市

・活性化を図り、学習

事

意欲の一層の
効率性 ・

務

執行体制の効率性 向上

事

や参加促進を行い、効

業

率的な運営を行ってい

評

る。
・手段の最適性　

価

など

  学習成果の発

シ

表の場の提供など市民

ー

の生涯学習活動を支
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

援するために

様

市の関与は必要である

式

。
妥当性 　べき事業で

２

あるか
・総合計画との

）

整合性　など

　学習発

会

表会を実施することで

計

、市民の学習意欲の向

名

上及

施策への ・施策へ

担

の貢献度
普通

び学習活

当

動への参加の促進に寄

部

与している。
・目標達

教

成度
貢献度 ・市民サー

育

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

一

現状維持　□改善・効

般

率化　□縮小　□終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

引き続き、学習発表会

学

を行うことで、市民の

習

学習意欲の向上を図る

発

とともに学習活動への

表

参加を促進していく。

会実施事

Ｃ
 
　
Ｈ
 

業

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

担

∧
　
評
　
価
　
∨

当課 東刈谷市民センター

款 項 目 担当係 東刈谷市民セン



1

標
成果 施設利用率（％

0

） 19.6 27.6 .

5

23.3 30.0 30

8

.0
指標

　近隣市（安城市）においても、地区公民館単位で、施設管理コストの削減に努め、また、積極的に利用者
他市との からの意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,175 14,688 14,872 15,868 合計 14,871,516 円
需用費 2,948,266 円

財
　
源

特定財源 170 1,050 1,641 1,541 役務費 194,018 円
委託料 10,859,242 円

一般財源 7,005 13,638 13,231 14,327 使用料及び賃借料 61,930 円
工事請負費 688,600 円

職員人件費　② 6,057 6,776 6,906 0 備品購入費 119,460 円

総事業費（①＋②） 13,232 21,464 21,778 15,868

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 市民センター使用料
電話料実費徴収金

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 生涯学習

和

・青少年育成
施策体系

５

施策の内容 学習機会の

年

充実

目
　
　
　
的

　生涯

度

学習施設（東刈谷市民

評

センター）とし

主
た
る

価

内
容

　施設利用に係る

）

受付事務、施設清掃、

刈

各種
て維持管理に努め

谷

、利用者の利便を図る

市

。 設備機器の日常・定

事

期点検を通じて、施設

務

の
適正な維持・保守管

事

理を行う。

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市生涯学習

評

推進計画

根拠法令 社会

価

教育法、刈谷市市民セ

シ

ンター条例、刈谷市公

ー

民館条例

対象者 市民 事

ト

業期間 昭和５７年度 ～

（

実施方法 ■直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

育

３年度実績 ４年度実績

部

５年度実績 ６年度計画

一

東刈谷公民館利用者数

般

東刈谷公民館利用者数

会

東刈谷公民館利用者数

計

東刈谷公民館予定数
　

施

　　　　　　　　1,

設

416人 　　　　　　

管

　　23,307人 　

理

　　　　　　　20,

事

049人 　　　　　　

業

　　24,000人
施

担

設利用率　19.6％

当

施設利用率　27.6

課

％ 施設利用率　23.

東

3％ 施設利用率　30

刈

.0％
※大規模改造工

谷

事（令和3年7
月～令

市

和4年3月）

　身近な

民

学習施設である東刈谷

セ

市民センターで、公民

ン

館利用者が気軽に利用

タ

できるよう住民の利便

ー

を図り生涯学習の場を

款

成果
提供できた。

 施

項

設利用率が減少傾向に

目

あり、市民講座参加者

担

などに新たなサークル

当

活動を促すなど、公民

係

館利用者数、施設利用

東

率を

増やす施策が求め

刈

られる。
課題

指標名称

谷

（単位）
実績値 目標値

市

３年度 ４年度 ５年度 ６

民

年度 ８年度

活動 東刈谷

セ

公民館利用者数（人）

ン

1,416 23,30

タ

7 20,049 24,

ー

000 24,000
指


